
 

２ コミュニケーション                 支援事業 

 

 道では、現在、「コミュニケーション支援事業（手話通訳）広域派遣体制」の検討を

行っているところですが、各市町村における現行制度や今後の発展的な取組みを妨げる

ものではありませんので、ここで示されている道内の事例を、今後の取り組みの参考と

してください。 

 

 

（１）近隣の市町村間で広域的に実施している事例（手話通訳・要約筆記） 

                          〔渡島地区、上川地区〕 

 

★ ポイント ★ 

 近隣市町村間にて、利用協定や統一の条件などで、同一の社会福祉法人に委託し

て、派遣事業を実施している事例です。 

（渡島地区） 医療・生活圏の近隣市町村で各々事業を行っていたが、対応でき 

      ないケースが多くなってきたことから、合同で社会福祉法人に委託 

      し、２市１町を派遣範囲として共同実施している事例。 

（上川地区） 市町村単独では派遣事業の実施が困難であったため、自立支援協 

      議会の構成市町村により話し合い、社会福祉法人に統一した条件で 

      各々委託し、１市３町１村を派遣範囲として広域的な対応をしてい 

      る事例。 
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市町村地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業） 

【手話通訳々要約筆記派遣関係】 

 

○手話通訳々要約筆記派遣共同実施例 

地区   渡 島   

１ 市町村 

函館市、北斗市、七飯町の３市町 

２ 実施形態 

直営々委託 

３ 費用負担 

障がい者の居住地市町村がそれぞれ負担 

４ 派遣体制 

３市町ともに、社会福祉法人に派遣事業を委託。 

(委 託 先) 社会福祉法人 侑愛会 

５ 派遣内容（函館市の要綱内容） 

（派遣対象）  構成市町に居住する聴覚障害者等の個人とする。 

（派遣事項）  政治的、宗教的、企業々営業活動または学校での授業や日常的な保育その他 

福祉サービスをとして社会通念上適当でないと認められる場合は、派遣を行わ 

ない。 

     ※通訳用務等の例示 

      １ 健康々医療等に関すること 

      ２ 司法に関すること 

      ３ 教育および保育に関すること 

      ４ 職業に関すること 

      ５ 地域、住宅に関すること 

      ６ 人間関係に関すること 

      ７ 儀式的事項に関すること 

      ８ 文化々教養、資格取得に関すること 

      ９ 社会生活活動に関すること 

      １０ その他（市長が特に必要と認める内容） 

（派遣区域）  函館市、北斗市、七飯町 

（派遣時間）  午前９時から午後９時（緊急を要する場合、派遣内容から特に必要と認められ 

る場合はこの限りではない。） 

（派遣費用）   

 

 

 

 

 

       １〄 派遣時間数には、会場等における準備及び後始末に要した時間も含むものとする。 

時間区分 時間区分の適用の考え方 １時間の単価 

時間内 平日の午前８時より後、または午後６時より前に始

まった派遣を適用する。 

２〃３５０円 

時間外 平日の午前８時より前、または午後６時より後に始

まった派遣、及び土々日々祝日の派遣に適用する。 

２〃８５０円 
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       ２〄 派遣時間に１時間未満の端数がある場合については、その端数が３０分以内の場合 

        は０〄５を、３０分を超える場合は１〄０を１時間の単価に乗じて得た額を加えるものとす 

        る。 

（利 用 料） 無料 

（旅 費 等）  実費分支給 

（そ の 他）  

 々通訳者の移動手段～公共交通機関利用 

 々通訳者の保険関係～有 

 々登録者の状況～（手話）４４名 

（要約）２４名 

６ 経緯 

医療機関への受診や官公庁等の手続きなど函館市々北斗市々七飯町においては同一の生活

圏であり、コミュニケーション支援に関する申請も３市町内において広域的な内容が多い状況

にあった。 

３市町で共同委託に至った経緯については、以前はそれぞれ自住民の対応を行っていた

が、派遣できない案件（市町外での通訳依頼）が多くなってきたため、合同で社会福祉法人

（侑愛会＝パステル）に委託し派遣事業を行うこととし、派遣範囲も３市町内を対象範囲とし

た。 

７ その他 

（社会福祉法人との契約方法） 

各市町にて個別に契約 

依頼申請書類や法人との契約書類の統一等は無 

 

８ 参考資料 

函館市障害者地域生活支援事業実施要綱 
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市町村地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業） 

【手話通訳・要約筆記派遣関係】 

 

○手話通訳・要約筆記派遣共同実施 

地区   上 川   

１ 市町村 

富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠村（自立支援協議会の構成市町村） 

２ 実施形態 

直営・委託 

３ 費用負担 

障がい者の各居住地市町村が負担 

４ 派遣体制 

５市町村ともに、社会福祉法人に派遣事業を委託。 

(委 託 先)  社会福祉法人 エクゥエート富良野 

５ 派遣内容（代表例として富良野市の要綱内容） 

（派遣対象）  本市に住所を有し、聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため意 

思疎通を図ることに支障がある障がい者等とする。 

（派遣事項）  特に定めはなし 

（派遣区域）  富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠村 

（派遣時間）  特に定めはなし 

（派遣費用）  １時間当たり２〃５００円 

（利 用 料） 無 

（旅 費 等）  実費分支給 

（そ の 他）   

 ・通訳者の移動手段～公共交通機関及び自家用車 

 ・保険関係～無 

 ・登録者の状況～（手話）３名（要約）０名 

  市町村ごとに登録をし、派遣事業を地元社会福祉法人に委託 

６ 経緯 

単独の市町村では人口規模からも平均４～５千人程度であり、独自に派遣事業を行うには困

難な状況であり、理想としては４～５万人規模あたりで派遣事業を行った方がよいと考え、富

良野地区の自立支援協議会の構成市町村にて相談し、合同で社会福祉法人と委託することで

事業を実施していくこととなった。 

ただし、富良野市で代表して契約するのではなく、契約は各市町村と社会福祉法人でそれ

ぞれ契約。 

７ その他 

（社会福祉法人との契約） 

各市町村ごとに社会福祉法人と年間額で契約し、費用単価は社会福祉法人の基準により行って

いる。 

８ 参考資料 

富良野市地域生活支援事業実施要綱 
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（２）自市町村外からの住民にも対応している事例〔札幌市、苫小牧市〕 

 

★ ポイント ★ 

 市町村外の住民であっても、手話が必要な場合は対応している事例です。 

（札 幌 市） 派遣対象者は、聴覚障害者のみではなく、手話が必要な市民全て 

      であるとの考えのもと、手話を必要とする個人及び団体に対応して 

      いる事例。 

（苫小牧市） 市内における通訳についての対象者は市民に限らず対象としてい 

      おり、さらに市外への派遣についても市民については派遣対象（市 

      外は、北海道ろうあ連盟の委託により対応）としている事例。 

 

 

※ コミュニケーション支援事業の対象について  

  〔「厚生労働省全国障害保健福祉関係主幹課長会議資料（自立支援振興室）」より H23.2.22〕

 

○ 障害当事者団体主催の行事や会議等、複数の利用者がいる場合について 

 も手話通訳者等の派遣が適切に行われるよう努めること。 

○ 派遣対象について、利用者の意向に配慮されたいこと。 

 

 

 手話通訳者や要約筆記者の派遣などを行うコミュニケーション支援事業の利用

は、個人だけではなく、集団での必要とする場合もあります。また、利用希望は、

必ずしも聴覚障がい者からではなく、意思疎通を必要とする家族や相手側からの場

合もありますので、柔軟な対応が求められます。 

 なお、集団での利用については、会議等の主催者側負担を原則とする取り扱いも

ありますが、会議内容の公共性、主催者側の負担能力などを勘案し、聴覚障がい者

が参加できないことのないよう配慮することが必要です。 
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市町村地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業） 

【手話通訳派遣関係】 

 

○利用地市町村による対応例１ 

地区  石 狩    

１ 市町村 

札幌市 

２ 実施形態 

直営・委託 

３ 費用負担 

利用地である札幌市が負担 

４ 派遣体制 

社団法人への委託 

(委 託 先)  社団法人 札幌聴力障害者協会 

札幌市視聴覚障がい者情報センター（手話通訳派遣担当） 

       受託団体の専従手話通訳者、登録手話通訳者による対応 

５ 派遣内容 

（対 象 者）  特に定めは無く、札幌市で手話を必要とする場合で市外、道外に関係なく利用

が可能。費用負担、通訳者の手配なども札幌市にて実施 

（派遣項目） １ 生命・健康・医療保健に関すること 

        ２ 司法に関すること 

       ３ 児童の教育、保育に関すること 

       ４ 労働と雇用に関すること 

       ５ 地域及び住宅に関すること 

       ６ 人間関係に関すること 

       ７ 文化と教養に関すること 

       ８ 社会生活に関すること 

       ９ その他、障がい福祉担当部長が認めるもの 

（対象地域）  原則、札幌市内 

（利 用 料）  無料 

（派遣費用） 報償費 通訳活動時間が３時間未満の場合 ３〃０００円 

           通訳活動時間が３時間以上の場合 ４〃０００円 

（旅 費 等）  実費分支給 

（そ の 他）  

 ・通訳者の移動手段～公共交通機関利用 

 ・通訳者の保険関係～有 

 ・手話通訳者数 66 名（専従手話通訳：10 名、登録手話通訳者 56名 Ｈ22.5 現在） 

６ 経緯 

札幌市は医療機関や官公庁等の行政機関などが集中しており、道内の各地域や東京など

本州からの派遣依頼も多いことから、札幌市にて対応する体制・制度が構築されてきた。 
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また、札幌近隣の市においても、札幌市の体制や要綱等を参考に整備されてきた経緯もあ

り、利用場所である市において通訳の対応が行われてきている。（多くの市が手話通訳者が設

置され対応している状況。） 

 

７ 札幌市の派遣対応イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 参考資料 

札幌市手話通訳者派遣事業実施要綱 

【受付・対応の窓口】 

視聴覚障がい者情報センター 

（手話通訳派遣担当） 

 

対象者（個人・団体） 

（市内・市外の住民問わず） 
対象者は、ろうあ者のみではなく 
・個人（ろうあ者・健聴者） 

・団体（実行委員会・機関等） 

 

通訳が必要な場所（利用地） 

（原則、札幌市内のみ） 

 

（実施主体） 札幌市 

↓ 委託 

（受託・運営）札幌聴力障害者協会 

申請 

派遣 利用 
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市町村地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業） 

【手話通訳派遣関係】 

 

○自市町村外からの住民への対応例２ 

地区  胆 振    

１ 市町村 

苫小牧市 

２ 実施形態 

直営・委託 

３ 費用負担 

市内の対応部分：市外の部分も苫小牧市が負担 

市外の対応部分：障がい者の居住地市町村として苫小牧市が負担 

４ 派遣体制 

市内の対応部分：直営（主に設置手話通訳者による対応） 

市外の対応部分：委託 (委託先)社団法人 北海道ろうあ連盟 

５ 派遣内容 

（対 象 者）  苫小牧市内に住所を有するか有しないかは問わないものとする。ただし、市 

外に住所を有するもので、当該市町村の手話通訳派遣事業を受けることができ 

る者は対象外とする。 

（対象地域）  事業の派遣対象地域は苫小牧市内とする。ただし、苫小牧市内に住所を有す 

る障がい者については、北海道内とする。（委託） 

（派遣項目）   １ 保健・医療・福祉に関すること 

       ２ 官公庁等における手続き等に関すること 

       ３ 入学、入園、卒業、卒園、父兄会又は育児・健康相談等、保育、教育に関する 

こと 

       ４ 地域生活における人間関係に関すること 

       ５ 住宅入居など日常の社会生活に関すること 

       ６ 雇用、労働等に関すること 

       ７ 社会生活上必要な文化・教養に関すること 

       ８ その他市長が必要と認めたもの 

※派遣対象外 

１ 企業の商品販売、社内会議、社内研修等、商業目的、営利目的とするもの 

２ 宗教団体、政治団体等の主催するもの 

       ３ その他市長が不適当と認めるもの 

（利 用 料）  無料 

（そ の 他） 

 ・通訳者の移動手段～公共交通機関利用 

 ・通訳者の保険関係～無 

６ 経緯 

手話通訳者を設置し、当初は市民の通訳依頼に対応していたが、医療機関への受診や官公庁

の手続き等で近隣市町村の住民からも利用申請が多くなり、市民以外についても設置通訳者
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を中心に対応することとなった。 

その後、自市民からの要望もあり、市外への派遣も対応してもらいたいという意見が多くな

り、市外に関する部分（広域派遣）は、北海道ろうあ連盟の委託により対応することとなった。 

派遣範囲は道内全域としている。 

７ 苫小牧市の派遣対応イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 参考資料 

苫小牧市手話通訳者派遣事業実施要綱 

 

対象者 

（市内・市外の住民問わず） 
  

（実施主体）苫小牧市 

【受付・対応の窓口】 

設置手話通訳者 

 

 

 

 

市外（市民のみ派遣対象） 

委託：北海道ろうあ連盟 

市内 

直営：設置通訳者・登録通 

訳者が対応 
  

申請 

派遣 利用 
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（３）医療機関へ手話通訳者を配置した事例〔市立札幌病院〕 

 

★ ポイント ★ 

  手話通訳派遣等の依頼は医療機関への受診が多くを占めることから、医療機関が

集中する都市部において、医療機関自体に手話通訳者を配置してもらえるよう協力

要請し、聴覚障がい者の利便性の向上を図っている事例です。 
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市町村地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業） 

【手話通訳設置関係】 

 

○医療機関への設置例 

地区  札幌市    

１ 医療機関名 

市立札幌病院 

２ 実施形態 

直営・委託 

３ 体制 

（人 員） 設置通訳者２名 

４ 内容 

（内 容） 診察の時、検査の説明や検査時、各種相談窓口を利用する時、入院の説明、入院 

生活の中で必要な時、リハビリ治療を受ける時などコミュニケーションが必要な場 

面で利用可能 

（対 応） 診察時間内（月～金 ８：４５～１５：００） 

（受 付） Ｆ：Ｘにより受付（２４時間対応） 

（利用料） 無料 

５ 設置に至った経緯等 

札幌市における手話通訳依頼内容については、現在も同様であるが、医療機関への受診が

半数近くを占めている状況で、依頼増加の状況にあった。 

市立札幌病院に手話通訳者が設置される以前から、既に勤医協札幌病院においては通訳

者が設置されていることもあって、公立病院である市立札幌病院においては、公立病院とし

ての立場や今後の利用者増加が見込まれることなどから、手話通訳者を設置するべきとの関

係団体や関係者等からの要望も高まってきている状況であった。 

このことから、市立札幌病院が１９９５年１０月から移転新築開院されることに伴い、各関係団

体や関係者等との懇談会などにより、業務内容や人員体制などについて議論を重ね、１９９６年

３月から１名体制でスタート。翌年の１９９７年３月からは２名体制としており、現在に至っている。 

また、設置された通訳者の過労働などによる健康問題を防ぐため、病院職員の協力及び診

療現場との協力・連携体制を得ることや、事前に受付（Ｆ：Ｘ等）をする手続き方式、呼び出しな

どの可視化の工夫、札幌市の通訳者派遣事業の並行利用など、設置されている通訳者だけに

負担がかからないよう、病院としてもできることを取り組むことで対応されてきている。 

６ 参考 

市立札幌病院の手話通訳に関するホームページ 

「手話通訳について」 

ＵＲＬは以下のとおりです。 

 http://www.city.sapporo.jp/hospital/hospital/signlang/index.html 
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（４）奉仕員等養成を相互協力している事例〔釧路市、釧路町〕 

 

★ ポイント ★ 

 奉仕員養成講座の受講対象者を自市町民に限定するのではなく、定員の範囲内で

隣接の市町と協力し受講者として受け入れている事例です。 

 また、養成後の登録者も市・町で、柔軟な対応により行われています。 
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市町村地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業） 

【手話通訳者（奉仕員）養成関係】 

 

○手話奉仕員養成協力実施 

地区   釧 路   

１ 市町村 

釧路市・釧路町の２市町 

２ 養成対象 

釧路市、釧路町にてそれぞれで開催する養成講座について、希望があった場合にはどちらの 

住民でも受講可能であり、受講希望者がより受講しやすい対応で開催されてきている。 

（※受講の受入については、各定員があるので申込状況にもよる。） 

３ 講師 

釧路聴力障害者協会会員等で講師団を組織し、釧路市、釧路町の講習会をそれぞれ調整の上

担当している。 

釧路市おいては、直接養成講座を運営しており、講師依頼は釧路聴力障害者協会と釧路手話

の会に依頼している。 

釧路町においては、養成講座の開催運営は、釧路町社会福祉協議会に委託しており、講師の手

配のみ釧路聴力障害者協会に依頼している形である。 

４ 登録者 

釧路市登録：２８名（釧路市に釧路町の方が３名登録している。） 

釧路町登録：３名（北海道ろうあ連盟の派遣センター登録のみ） 

５ 経緯 

釧路市、釧路町が互いに生活圏であることや、講師依頼先が釧路聴力障害者協会と同じこと

もあり、昭和５０年より手話講習会を開催している時から、各市町民以外の方も受け入れをして

いる。 

６ 開催概要 

内容 釧 路 市 釧 路 町 

養成内容 

開催期間 

開催数 

参加定員 

運営 

講師 

Ｈ２２養成実績 

隔年で入門・基礎 

５月～１２月 

３１回 

２０名 

直営 

釧路聴力障害者協会 

１９名 

３年で入門・基礎・レベルアップ 

５月～１２月  

３１回 

２０名 

委託：釧路町社会福祉協議会 

釧路聴力障害者協会 

７名 

７ その他 

派遣体制について 

（釧 路 市）  設置通訳者：市（社会福祉課）１名、市（身体障害者センター）１名 

（釧 路 町）  設置通訳者：１名（週３日勤務）※北海道ろうあ連盟委託 

派遣費用負担について 

（釧 路 市）  市外の住民も市内の部分を負担 

（釧 路 町）  町民について町内の部分を負担 
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